宮崎県精神保健福祉関係団体助成金交付要綱

                                                  平成１９年４月１日
                                                  宮崎県精神保健福祉連絡協議会

　（趣旨）

第１条　宮崎県精神保健福祉連絡協議会（以下「協議会」という。）は、県内の精神保健福祉の向上を目的として活動する団体に対し、予算の定めるところにより助成を行うことにより、県民の精神保健福祉の向上に寄与する。

　（助成団体）

第２条　県内で活動を行う次の団体に対し、助成金を交付する。

　(1) 宮崎県精神福祉連合会（以下「福祉連合会」という。）

　(2) 宮崎県断酒友の会（以下「断酒会」という。）

　(3) 県内を活動地域として設立を行う精神保健福祉関係団体（以下「関係団体」とい　　　う。）

  (4)県内を活動地域として市町村、地域精神保健福祉協議会等と連携・共同して自殺対　　策推進事業又は自立支援促進事業を行う精神保健福祉活動団体（以下「活動団体」と　　いう。）

　（助成対象経費及び助成額）

第３条　前条の助成金の交付対象とする経費及び助成額は次のとおりとする。

　(1) 福祉連合会の運営に係る経費　　予算の定めによる定額

　(2) 断酒会の運営に係る経費    予算の定めによる定額

　(3) 関係団体の設立に係る経費　　予算の定めによる定額

  (4) 活動団体の事業に係る経費　　予算の定めによる定額（上限額）

　（申請書に添付するべき書類）

第４条　助成金の申請書に添付するべき書類は、次のとおりとする。

　(1) 助成年度に係る事業活動計画書

  (2) 助成年度に係る収支予算書

  (3) その他協議会会長が必要と認める書類

　（助成条件）

第５条　協議会会長は、助成金を交付する場合において、助成金の交付目的を達成するために必要な条件を付することができる。

　（交付決定）

第６条　協議会会長は、助成金の交付の決定をしたときは、すみやかにその決定の内容及びこれに付した条件を交付申請者に通知する。

（助成金の交付方法）

第７条　この助成金は、団体からの請求を受けて概算払により交付する。

　（実績報告）

第８条　助成金に係る実績報告は、助成金に係る実績報告書に次の書類を添えて、事業完了の日から起算して３０日を経過した日又は助成金の交付決定のあった年度の翌年度の４月２０日かのいずれか早い期日までにしなければならない。

　(1) 助成年度に係る事業活動実績書

  (2) 助成年度に係る収支決算書

  (3) その他協議会会長が必要と認める書類

　（助成金の額の確定）

第９条　協議会会長は、前条の規定による報告を受けた場合においては、報告書等の書類の審査及び必要に応じて行う現地調査等により、当該助成事業の成果が助成金の決定内容及びこれに付した条件に適合すると認めたときは、交付すべき助成金の額を確定し、　その旨を当該助成団体に通知する。

　（書類の提出部数等）

第１０条　この要綱の規定により、協議会会長に提出する書類の部数はそれぞれ１部とし、各種様式は別記に定めるところによる。

　（雑則）

第１１条　この要綱の施行に関し必要な事項は、協議会会長が別に定める。

　　　附　則

　　　この要綱は、平成１９年４月１日から施行し、平成１９年度予算に係る助成金から適用する。

　　　附　則

　　　この要綱は、平成２６年８月４日から施行し、平成２６年度予算に係る助成金から適用する。

　　　附　則

　　　この要綱は、平成２７年４月１日から施行し、平成２７年度予算に係る助成金から適用する。

　　　附　則

　　　この要綱は、平成２９年５月１日から施行し、平成２９年度予算に係る助成金から適用する。

